（別記様式第2号）

応募資格確認票

事業者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1． 応募資格確認

	(１) 地方自治法施行令第167条の4の規定に該当
	該当する　・　該当しない

	(２) 会社法（平成１７年法律第８６号）に基づく精算手続き、破産法（平成１６年法律第７５号）に基づく破産手続き、会社更生法(平成１４年法律第１５４号)に基づく更生手続、及び民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続きについて
	申立てあり　・　申立てなし

	(３) 宇城市暴力団排除条例第2条に規定する暴力団または暴力団員等に該当
	該当する　・　該当しない

	（４） プロポーザル参加申出書の提出期限から受託候補者の特定日の期間において、宇城市工事等指名競争入札参加資格者指名停止処分要綱(平成17年宇城市告示第20号)の規定による指名停止措置に該当
	該当する　・　該当しない

	(５) 国税、都道府県税及び市町村税等を滞納していないこと（法人税、法人事業税、法人市民税、消費税及び地方消費税）
	完納済　・　未納あり



2． 添付書類確認
チェック
	建設コンサルタント「上水道及び工業用水道」「下水道」部門の登録を証明する書類（登録書等の写し）
	□

	2022年度もしくは2023年度の決算書
（貸借対照表、損益計算書、事業報告書、その他これに準ずる書類）
	□

	実施要項「2.参加資格等」に示す同種業務の業務実績を有していることを証する契約書の写し
※これだけでは当該実績を有することが判断できない場合は、他の判断できる資料（図面、仕様書等の設計図書又は発注者の証明書、コリンズ・テクリス 等）で併せて補完すること。
	□

	納税証明書(発行後３ヶ月以内)
（国、県、市の未納または滞納がない旨の記載がある証明書）
	□



